
「
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
」の
施
行

〜�

第
２
回　

議
論
の
始
ま
り
か
ら
一
体
的
実
施
事
業
と

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
開
始
ま
で
〜

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス�

（
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
）
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第
２
回
か
ら
第
４
回
で
は
、
前
回
説
明
し
た
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
に
至
る
議
論
の
経

過
を
順
に
説
明
し
て
い
き
ま
す
。
第
２
回
は
、
議
論
の
始
ま
り
か
ら
一
体
的
実
施
事
業
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
の
開
始
ま
で
に
触
れ
た
い
と
思
い
ま
す
。

１�　

�

議
論
の
始
ま
り

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限
を

地
方
公
共
団
体
に
移
管
す
る
こ
と
に
つ
い

て
は
長
く
議
論
が
続
け
ら
れ
て
き
ま
し
た

が
、
始
ま
り
は
平
成
19
年
に
、
有
識
者
を

委
員
と
す
る
「
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員

会
」及
び
総
理
大
臣
を
本
部
長
と
す
る「
地

方
分
権
改
革
推
進
本
部
」
が
設
置
さ
れ
、

地
方
分
権
に
つ
い
て
議
論
が
開
始
さ
れ
た

こ
と
と
捉
え
て
い
ま
す
。

こ
の
と
き
、
推
進
委
員
会
の
構
成
員
で

あ
っ
た
委
員
の
中
に
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

都
道
府
県
へ
の
移
管
を
主
張
す
る
方
も
い

ま
し
た
が
、
委
員
会
と
し
て
は
政
府
に
対

し
、
移
管
に
つ
い
て
の
具
体
的
な
措
置
を

求
め
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

平
成
20
年
12
月
に
、同
委
員
会
か
ら「
第

二
次
勧
告
」
が
出
さ
れ
た
際
に
は
、
都
道

府
県
労
働
局
を
廃
止
し
て
地
方
厚
生
局
と

統
合
し
た
ブ
ロ
ッ
ク
機
関
に
集
約
し
た
上

で
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
労
働
基
準
監
督
署
と

と
も
に
そ
の
下
に
置
く
も
の
と
さ
れ
ま
し

た
が
、
こ
の
時
点
で
も
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

業
務
の
事
務
・
権
限
を
地
方
公
共
団
体
に

移
管
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
訳
で

は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

一
方
で
、
推
進
本
部
が
平
成
21
年
３
月

に
ま
と
め
た
「
出
先
機
関
改
革
に
係
る
工

程
表
」
に
お
い
て
は
、
①
地
方
公
共
団
体

が
行
う
無
料
職
業
紹
介
事
業
を
国
に
準
ず

る
も
の
と
し
て
位
置
づ
け
る
、
②
国
の
シ

ス
テ
ム
・
端
末
を
、
地
方
の
職
員
が
利
用

で
き
る
よ
う
に
す
る
、
③
雇
用
保
険
の
受

給
資
格
決
定
に
必
要
な
書
類
の
受
付
な
ど

を
地
方
公
共
団
体
の
無
料
職
業
紹
介
の
窓

口
に
お
い
て
も
実
施
で
き
る
よ
う
に
す
る

と
い
っ
た
、
第
６
次
地
方
分
権
一
括
法
に

つ
な
が
る
よ
う
な
事
柄
も
主
張
さ
れ
て
い

ま
し
た
。

（
こ
の
う
ち
、
①
は
今
般
の
職
業
安
定

法
の
改
正
で
実
現
し
、
③
に
つ
い
て
も
、

平
成
27
年
12
月
22
日
閣
議
決
定
「
平
成
27

年
の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対
応

方
針
」
に
お
い
て
、
国
に
よ
る
雇
用
保
険

の
失
業
の
認
定
に
つ
い
て
、
無
料
職
業
紹

介
を
行
う
地
方
公
共
団
体
の
希
望
及
び
利

用
者
の
ニ
ー
ズ
の
見
込
み
を
踏
ま
え
て
対

応
す
る
旨
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。）

２�　
�

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
地
方
移
管
が

望
ま
し
く
な
い
理
由

そ
の
後
、
平
成
21
年
９
月
の
政
権
交
代

以
降
も
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・

権
限
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
移
管
の
議
論

が
続
い
て
い
き
ま
す
が
、
厚
生
労
働
省
と

し
て
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
は
国
が
実

施
す
る
べ
き
で
あ
る
と
一
貫
し
て
主
張
し

て
い
ま
す
。
こ
の
理
由
を
改
め
て
整
理
し

ま
す
。

ま
ず
、雇
用
保
険
の
運
営
の
問
題
で
す
。

現
在
、雇
用
保
険
の
認
定・給
付
は
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
が
一
貫
し
て
行
っ
て
い
ま
す
。
認

定
は
、
失
業
状
態
に
あ
る
こ
と
、
つ
ま
り

仕
事
を
探
す
意
思
・
能
力
が
あ
る
こ
と
に

つ
い
て
確
認
を
行
う
作
業
で
す
が
、
雇
用

保
険
制
度
の
趣
旨
は
、
失
業
状
態
に
あ
る

方
を
で
き
る
だ
け
早
く
就
職
に
結
び
つ
け

る
こ
と
に
あ
り
ま
す
の
で
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
雇
用
保
険
部
門
と
職
業
紹
介
部
門
が

一
体
で
制
度
を
担
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
、
職
業
紹
介
業
務
を
地
方
公
共
団
体
に

移
管
し
て
し
ま
う
と
、
雇
用
保
険
部
門
と

職
業
紹
介
部
門
が
分
断
さ
れ
て
し
ま
い
ま

す
。
か
つ
て
、
イ
ギ
リ
ス
で
こ
れ
ら
を
分

離
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
が
、
そ
の
際

に
、
雇
用
保
険
給
付
の
濫
給
が
生
じ
た
と

い
う
歴
史
的
事
実
が
あ
り
ま
す
。

で
は
、
雇
用
保
険
業
務
そ
の
も
の
を
地

方
公
共
団
体
に
移
管
し
て
は
ど
う
か
と
い

う
議
論
も
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
場
合
も
大

き
な
問
題
が
あ
り
ま
す
。失
業
に
つ
い
て
、

地
域
ご
と
に
そ
の
発
生
率
を
予
測
す
る
こ
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と
は
困
難
で
す
が
、
雇
用
保
険
制
度
は
、

全
国
を
１
つ
の
保
険
集
団
と
し
て
い
ま
す

か
ら
、
保
険
制
度
運
営
の
リ
ス
ク
を
低
減

さ
せ
る
こ
と
が
で
き
て
い
ま
す
。
雇
用
保

険
の
主
体
が
地
方
公
共
団
体
ご
と
に
分
離

さ
れ
て
し
ま
う
と
、
各
地
方
公
共
団
体
内

で
財
政
管
理
を
行
う
必
要
が
生
じ
ま
す

が
、
先
ほ
ど
申
し
上
げ
た
よ
う
に
、
失
業

の
発
生
の
予
測
は
難
し
く
、
ま
た
、
そ
も

そ
も
各
地
域
で
雇
用
失
業
情
勢
は
大
き
く

異
な
り
ま
す
。
平
成
18
年
の
古
い
試
算
で

す
が
、
例
え
ば
青
森
県
と
東
京
都
を
比
較

し
た
場
合
、
青
森
県
は
東
京
都
の
７
倍
以

上
、
全
国
平
均
と
比
較
し
て
も
３
倍
以
上

の
保
険
料
を
徴
収
し
な
け
れ
ば
運
営
で
き

な
く
な
り
ま
す
。
ま
た
、
仮
に
、
雇
用
保

険
制
度
の
財
政
責
任
を
国
が
負
い
、
失
業

認
定
等
の
運
営
責
任
を
地
方
公
共
団
体
が

負
う
と
す
れ
ば
、
濫
給
の
危
険
が
大
き
く

な
り
ま
す
。

雇
用
保
険
制
度
は
、
全
国
一
本
の
制
度

と
す
る
こ
と
で
、保
険
制
度
を
安
定
さ
せ
、

ま
た
そ
れ
に
よ
っ
て
濫
給
を
防
ぎ
、
国
民

負
担
の
増
大
を
回
避
す
る
こ
と
が
必
要
で

す
。
主
要
先
進
国
を
見
て
も
、
職
業
紹
介

業
務
と
失
業
認
定
業
務
の
主
体
は
一
致
し

て
い
ま
す
し
、
日
本
の
他
の
社
会
保
険
制

度
に
お
い
て
も
、
財
政
責
任
主
体
と
運
営

責
任
主
体
は
一
致
し
て
い
ま
す
。
な
お
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
か
ら
も
、
職
業
紹
介
と

失
業
給
付
、
雇
用
対
策
の
３
つ
の

機
能
は
統
合
し
て
実
施
さ
れ
る
べ

き
と
の
見
解
が
示
さ
れ
て
い
ま

す
。２

点
目
は
、
職
業
紹
介
の
全
国

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
問
題
で
す
。
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
は
全
国
的
体
系
が
整

備
さ
れ
て
お
り
、
全
国
ど
こ
か
ら

で
も
、
ど
こ
へ
で
も
職
業
紹
介
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
実
際

に
、
東
京
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
受

理
し
た
求
人
へ
の
就
職
の
約
４
割

が
東
京
都
外
の
求
職
者
に
よ
る
も

の
で
あ
り
、
東
京
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
で
受
理
し
た
求
人
の
約
３
割
は

就
業
場
所
が
東
京
都
外
で
あ
る
な

ど
、
求
人
・
求
職
活
動
は
都
道
府

県
域
を
越
え
て
行
わ
れ
る
も
の
で

す
。
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
よ
る
職
業

紹
介
は
、
そ
も
そ
も
全
国
ベ
ー
ス

の
求
人
情
報
を
も
っ
て
い
る
だ
け

で
は
行
え
ず
、そ
の
過
程
で
求
人・

求
職
受
理
を
し
た
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

か
ら
求
人
者
・
求
職
者
へ
の
条
件

変
更
や
内
容
の
是
正
等
を
は
じ
め

と
す
る
様
々
な
働
き
か
け
が
で
き

て
初
め
て
的
確
・
効
果
的
に
行
え

る
も
の
で
す
。
仮
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ハローワークの地方移管の問題点

○「職業紹介」・「雇用保険（失業認定・失業給付）」・「雇用対策（企業指導・支援など）」の３つの業務は、同一の組織で
実施する必要がある。（現在、ハローワークが３つの業務を実施）
○また、３つの業務のいずれについても、地方に移管することは困難。

ハローワークの地方移管に関する主な問題点

①雇用保険の財政責任と運営主体の不一致

○雇用保険業務を自治体に移管した場合、財政責任を負わずに自治体が失業認定事務を実施することになる。
　→失業給付の濫給、国民負担の増大（保険料の引き上げ・給付カット）につながる恐れがある。

②職業紹介の全国ネットワークが維持できなくなる

○求職者・求人者は、都道府県を超えて、求職・募集活動を行う。ハローワークを地方移管すると、都道府県間の求人
が分断され、広域的な職業紹介ができなくなる。

　→就職の減少、失業者の増大につながる恐れがある。
※東京のハローワークで受理した求人への就職の約４割は東京都外の求職者（平成25年度実績）
※東京のハローワークで受理した求人の約３割は勤務場所が東京都外（平成25年度実績）

○国は都道府県に雇用対策に関する指揮命令はできない。ハローワークを地方移管すると、全国一斉・機動的な雇用
対策ができなくなる。

（例）リーマンショック後の急激な雇用情勢悪化への対応のため、雇用調整助成金の迅速な要件緩和、厚生労働本省の
指示による労働局・ハローワークが総力を挙げた求人開拓（平成21年度は 183.4 万人の求人を開拓）を実施。

④ＩＬＯ条約を守ることができなくなる
○ＩＬＯ第 88号条約を守れなくなる。
　第２条　職業安定組織は、国の機関の指揮監督の下にある職業安定機関の全国的体系で構成される。

※労使も地方移管には反対。労働政策審議会からも『国による全国ネットワークの体制を維持すべき』旨の意見が出されている。

地方分権関係（ハローワーク）

③全国一斉の雇用対策が講じられなくなる
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ク
業
務
を
地
方
公
共
団
体
ご
と
で
行
う
こ

と
に
な
る
と
す
る
と
、
こ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
に
よ
る
職
業
紹
介
が
で
き
な
く
な
っ
て

し
ま
う
た
め
、
求
人
者
・
求
職
者
の
双
方

に
不
利
益
を
も
た
ら
し
ま
す
。
ま
た
、
例

え
ば
障
害
者
の
雇
用
率
達
成
指
導
で
は
、

人
事
を
司
る
本
社
と
実
際
の
就
業
場
所
が

異
な
る
場
合
、
国
の
組
織
と
し
て
本
社
所

在
地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
、
就

業
場
所
所
在
地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
で
、
調
整
し
て
指
導
に
当
た
る
こ
と
が

必
要
な
場
面
も
多
々
あ
り
ま
す
が
、
地
方

公
共
団
体
ご
と
に
分
断
さ
れ
て
し
ま
う

と
、
そ
れ
も
で
き
な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま

す
。３

点
目
は
、
全
国
一
斉
の
雇
用
対
策
が

講
じ
ら
れ
な
く
な
る
問
題
で
す
。
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
は
、
本
省
、
都
道
府
県
労
働
局
と

１
つ
の
指
揮
命
令
関
係
で
つ
な
が
っ
て
お

り
、
こ
の
た
め
に
、
特
に
有
事
に
迅
速
な

対
応
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。例
え
ば
、

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
時
に
雇
用
調
整
助
成

金
の
迅
速
な
制
度
改
正
を
す
ぐ
に
現
場
で

実
行
で
き
た
こ
と
、
東
日
本
大
震
災
や
熊

本
地
震
の
際
に
、
被
災
地
の
労
働
局
に
全

国
の
労
働
局
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
か
ら
専
門

の
応
援
職
員
を
派
遣
し
た
こ
と
。
こ
う
し

た
こ
と
が
で
き
る
の
は
１
つ
の
指
揮
命
令

関
係
で
つ
な
が
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。
地

ハローワークの地方移管を巡る議論の経過

第190回国会提出
予定の分権一括法
で対応予定
※職業安定法、雇用対
策法の改正

ハローワークの求
職情報のオンライ
ン提供を開始
（28．３～）

ハローワークの
求人情報のオン
ライン提供を開
始（26．９～）

｢一体的実施（23.6
～）｣
｢ハローワーク特区
（24.10～）｣を開始

有識者を委員とする「地方分権改革推進委員会」（19年４月～）及び総理大臣を本部長とする「地方分権改革推進本部」（19年５月～）
を設置して、地方分権について議論。

「地域主権戦略会議」が設置され（21年11月）、国の出先機関の原則廃止・抜本改革が政府方針とされた。

「地方分権改革推進本部」（25年３月）（「地域主権戦略会議」は廃止）、「地方分権改革有識者会議」（25年４月）、「雇用対策部会」（25年５月）が
設置される。

地方分権に係る提案を地方公共団体から広く募集する「提案募集」が開始（26年4月本部決定）。

「雇用対策部会」において、国と地方の連携強化の取組の成果と課題を検証。事務・権限の移譲等についての検討を進める。

平
成
19
年
４
月
〜

21
年
９
月
〜

24
年
12
月
〜

26
年
４
月
〜

27
年
９
月
〜

▶「平成27年の地方からの提案等に関する対応方針」（27年12月閣議決定）で、ハローワーク利用者の
利便性を高めることを第一義として、国と地方の連携を抜本的に拡充した新たな制度を構築する
こととされた。

▶「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」（27年１月）を閣議決定。ハローワークの地方移
管については、25年 12月の閣議決定を概ね踏襲する内容。　
　※ハローワークの求職情報の提供が新たに追加。

▶「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（25年12月閣議決定）で、「ハローワーク求人の
オンライン提供」、一体的実施等の国と地方の連携強化の取組をこれまで以上に推進し、その成果
と課題を検証し、事務・権限の移譲等について引き続き検討・調整を進めることとされた。

▶ハローワークは、「アクション・プラン」（22年12月閣議決定）により、「一体的実施」を３年程度実施
し、地方自治体への権限委譲を検討。
▶また、「出先機関の原則廃止に向けた今後の取組方針」（23年12月地域主権戦略会議了承）により、東西
１か所ずつ「ハローワーク特区」を実施し、移管と実質的に同じ状況を作り、移管可能性を検証を
行うこととされた。
▶「地域主権推進大綱」（24.11.30閣議決定）により、「一体的実施」を引き続き全国的に推進するととも
に、「ハローワーク特区」の取組も進め、その成果と課題を検証、地方移管の検討をすることとされ
た。

▶「地方分権改革推進委員会」による「第二次勧告」（20年12月）において、ハローワークについては、「（都道府県労働局は）現行
の組織を廃止して、ブロック機関に集約し、地方厚生局と統合する。」、「労働基準監督署及びハローワーク（公共職業安
定所）は、ブロック機関の下に置く。」とされた。
▶また、「出先機関改革に係る工程表」（21年３月地方分権改革推進本部決定）において、以下を実施することとされた。
　●地方公共団体が行う無料職業紹介事業を国に準ずるものとして法律上位置づける。
　●国のシステム・端末を、地方の職員が利用できるようにする。
　●雇用保険の受給資格決定に必要な書類の受付などを地方公共団体の無料職業紹介の窓口においても実施できるよ
　うにする。
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方
公
共
団
体
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
を
移

管
し
て
し
ま
う
と
、
国
と
地
方
公
共
団
体

に
指
揮
命
令
関
係
は
あ
り
ま
せ
ん
か
ら
、

こ
の
体
制
が
崩
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。

最
後
に
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
88
号
条
約
の
問
題

で
す
。
同
条
約
の
第
２
条
に
、「
職
業
安

定
組
織
は
、
国
の
機
関
の
指
揮
監
督
の
下

に
あ
る
職
業
安
定
機
関
の
全
国
的
体
系
で

構
成
さ
れ
る
」と
い
う
規
定
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
た
め
、
仮
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
を

地
方
公
共
団
体
に
移
管
し
て
し
ま
う
と
、

こ
の
条
約
に
抵
触
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。以

上
で
す
が
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
利
用

者
で
あ
る
労
使
の
代
表
も
同
様
の
意
見
を

持
っ
て
お
ら
れ
ま
す
。
平
成
21
年
２
月
及

び
平
成
22
年
４
月
の
２
度
に
わ
た
り
、
労

働
政
策
審
議
会
本
審
か
ら
、
労
使
と
も
に

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
業
務
の
事
務
・
権
限
の
地

方
公
共
団
体
へ
の
移
管
に
は
反
対
で
あ
る

旨
の
意
見
書
が
提
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

３�　

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
の

　

 　

閣
議
決
定

厚
生
労
働
省
の
こ
の
よ
う
な
主
張
に
対

し
て
も
、
地
方
公
共
団
体
側
は
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
の
事
務
・
権
限
の
移
管
の
主
張
を

変
え
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ

し
て
平
成
22
年
11
月
に
全
国
知
事
会
が

「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
地
方
移
管
で
こ
う
変

わ
る
」
と
い
う
文
書
を
発
表
し
、
厚
生
労

働
省
の
主
張
に
対
す
る
反
論
が
展
開
さ
れ

ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
情
勢
の
中
、
民
主
党
政
権

下
に
お
い
て
、
総
理
大
臣
を
議
長
と
し
、

地
方
公
共
団
体
の
首
長
や
有
識
者
等
を
構

成
員
と
す
る
「
地
域
主
権
戦
略
会
議
」
が

設
置
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
会
議
の
議
論
を
踏
ま
え
平
成
22
年

12
月
に
「
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
」
が
閣

議
決
定
さ
れ
、
結
果
と
し
て
、
第
６
次
地

方
分
権
一
括
法
に
つ
な
が
る
一
体
的
実
施

が
始
ま
り
、
ま
た
、
平
成
23
年
12
月
に
取

り
ま
と
め
ら
れ
た
「
出
先
機
関
の
原
則
廃

止
に
向
け
た
今
後
の
取
組
方
針
」に
よ
り
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
特
区
が
開
始
さ
れ
ま
し

た
。
そ
し
て
、
こ
う
し
た
取
組
の
成
果
と

課
題
を
検
証
し
な
が
ら
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の

地
方
公
共
団
体
へ
の
権
限
移
譲
に
つ
い
て

検
討
し
て
い
く
と
い
う
大
き
な
流
れ
が
生

ま
れ
た
の
で
す
。

第
３
回
は
、
一
体
的
実
施
や
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
特
区
な
ど
、
こ
の
議
論
の
中
で
生

ま
れ
た
各
種
の
連
携
策
と
そ
の
成
果
に
つ

い
て
説
明
し
ま
す
。

最　近　の　労　働　情　勢

項　　　　　　目 平成28年8月 平成28年9月 平成28年10月 備　　　　　　考

就 業 者 数
実　　数（万人） 6,465 6,497 6,495 

実数は原数値
総務省統計局

「労働力調査」

前年同月比（％） 1.3 0.9 1.0

完全失業者数
実　　数（万人） 212 204 195

前年同月比（％） ▲ 5.8 ▲ 10.1 ▲ 6.3

完 全 失 業 率
	 （％） 3.2 3.0 2.9

季節調整値（％） 3.1 3.0 3.0

新 規

求　　　人（％） 8.8 9.1 ▲ 1.1
前年同月比

厚生労働省

「職業安定

　　業務統計」

求　　　職（％） ▲ 1.3 ▲ 3.2 ▲ 11.1

求 人 倍 率（倍） 2.02 2.09 2.11 季節調整値

有 効

求　　　人（％） 6.2 6.7 5.4
前年同月比

求　　　職（％） ▲ 5.5 ▲ 4.9 ▲ 6.1

求 人 倍 率（倍） 1.37 1.38 1.40 季節調整値

就 職 件 数
実　　数（千件） 135.5 149.4 148.1

実数は原数値
前年同月比（％） ▲ 0.8 ▲ 2.6 ▲ 8.5

企 業 倒 産
実　　　数（件） 726 649 683 負債総額

1千万円以上

東京商工

リサーチ調べ前年同月比（％） 14.9 ▲ 3.6 ▲ 8.0


